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はじめに 
■ユニバーサルツーリズムに対する誤解 

高齢や障がい等の有無にかかわらず、誰もが気兼ねなく参加できる旅行づくり、観光地

づくりに向けたユニバーサルツーリズムの推進に取り組む地域が少しずつ拡がりを見せて

います。 
 

「ユニバーサルツーリズム」は、その言葉の響き等から「介護旅行」や「施設のハード

面のバリフリー化」など福祉的側面のみがクローズアップされ、「取り組むのは大変」「コ

ストがかかる」「観光客の増加や地域活性化に寄与するものではない」といった捉え方をさ

れることもありますが、ここには２つの誤解があります。 

 

■ユニバーサルツーリズムは観光客の増加に寄与する 

まず第一に、ユニバーサルツーリズムに取り組むことは、観光客の増加や地域活性化に

大きく寄与します。事実として国内で先進的にユニバーサルツーリズム・バリアフリー観

光地づくりに取り組む地域では、観光客が増加しています。 
 

これは、①ユニバーサルツーリズムの主な対象者層である高齢者、障がい者、乳幼児等

の数が国内人口の１／３に達しこれらの方々を含む家族旅行やグループ旅行、団体旅行等

も含めると大きなシェアとなること、②ユニバーサルツーリズムに取り組むことで、「高質

なおもてなしができる地域や施設」として捉えられ、結果として健常者である一般観光客

も増加するため等です。 
 

我が国においては、今後より一層の高齢化の進展が見込まれており、ユニバーサルツー

リズムに取り組まないことは観光地や施設において、地域間競争の観点から「リスク」と

さえ言えるかもしれません。 

 

■ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内をできるか 

第二に、ユニバーサルツーリズムにおいて、ハード面のバリアフリー化を進めることや

重度の障がい者の旅行を支援することは重要な要素であり、先進地域ではこれらの取組へ

も対応していますが、このことだけを以ってユニバーサルツーリズムを捉えるのは誤りで

す。 
 

ひとくくりに高齢者や障がい者といっても、不自由の種類や程度は多様です。そのため、

「ある段差」が「バリア」になるかどうかも一人ひとり異なるのです。 



 

 

 

ハード面が完璧なバリアフリーでなくても、通路幅や間口の広さが確保されていれば、

数センチの段差があっても問題なく利用できる車いす使用者も多くいます。坂道があって

も同行者がいれば問題ないかもしれません。 
 

よって、地域内や施設内においてバリアがどこにあるかを確認し、客観的な情報（数値

やサイズ、写真等）を発信するなど、当事者が判断できる材料を提供できるようになるこ

と、観光案内できるようになることは、ハード面のバリアフリー化を進めることと同じく

らい重要です。 
 

さらには、バリアがあってもそれをクリアするための人的サポートなどソフト面を含め

たユニバーサルツーリズムに対応する地域ネットワークを構築することも重要となります。 
 

「取り組むのは大変、お金がかかるから取り組まない」ではなく、できることから取組

を開始し、実践しながら少しずつ取組を高度化していく姿勢が求められます。 

 

■本書の⽬的：観光案内等に携わる⽅々のユニバーサルツー
リズムへの理解促進と⽇常業務での実践へ 

このような背景を踏まえ、本書は、観光地の自治体や観光協会、観光案内所、観光施設、

宿泊施設等の観光関係者が、ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくり、ユニバー

サルツーリズムに対応した観光案内に取り組むきっかけとなるよう、その手法やポイント、

専門的に取り組むバリアフリー旅行相談窓口との連携方法等を、先進地域の事例や平成 28

年度に観光庁で実施したモデル事業結果等をもとに取りまとめたものです。 
 

ぜひ、本書をきっかけに、ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の実践を開始い

ただければ幸いです。 

 

 

 

 

※ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくりについては以下の資料もご参考ください。 

・地域の受入体制強化マニュアル（観光庁、平成 26 年 3 月） 

http://www.mlit.go.jp/common/001032655.pdf 

・ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくり事例集（観光庁、平成 27 年 3 月）  

http://www.mlit.go.jp/common/001095302.pdf 
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１．ユニバーサルツーリズムに対応した 
観光案内の必要性  

（１）ユニバーサルツーリズムの必要性 
我が国では、障がい者の人権や基本的自由の享有を確保し、障がい者の権利を実現する

ための国の措置等を規定した「障害者権利条約」に平成 19 年に署名。障害者基本法改正、

障害者差別解消法の成立等、国内関連法の整備を経て、平成 26 年に条約を締結しました。

また、2020 年に開催される東京オリンピック・パラリンピックでは、インクルーシブな

大会を実施するための「アクセシビリティガイド」に基づく検討が進められています。世

界一の高齢化率（総人口に占める 65 歳以上の高齢者人口の割合）に達し、更なる高齢化

が見込まれる我が国において、ユニバーサルツーリズムに取り組むことは、社会からの要

請、市場からの要請の両面からから必須の視点であると言えます。 

 
■⽇本⼈の３⼈に１⼈がユニバーサルツーリズムの対象者 

急速な高齢化が進む我が国では、65 歳以上の高齢者人口は約 3,500 万人となり、高齢

化率は 27%を超えています※1。障がい者（身体・知的・精神含めた）が約 860 万人※2、

3 歳児未満人口が約 300 万人※3存在しており、ユニバーサルツーリズムの主な対象者は、

日本の人口全体から考えるとおよそ１／３※4 に達します。ユニバーサルツーリズムは、ご

く一部の限られた方を対象とした取組と捉えられがちですが、日本人の３人に１人が対象

者であると言え、これらの方々を含む家族旅行やグループ旅行、団体旅行等を勘案すると

その対象はさらに拡大します。観光客の増加を目指すうえで、ユニバーサルツーリズムに

対応することは必須の視点であると言えます。 

観光庁においてユニバーサルツーリズムの普及促進に取り組み始めた５年前と比べると、

ユニバーサルツーリズムに取り組む観光地は拡がりを見せていますが、全国的にはまだま

だ少ない状況にあります。マーケットの視点で考えると、取り組む地域が少ないからこそ、

他地域との差別化を図る要因にもなりえることから、高齢者や障がい者、そのご家族等か

ら選ばれる観光地づくり、安心して訪れることのできる観光地づくり、観光地の質を高め

る取組に、観光事業者、行政、市民が一体となって進めていくことが求められています。 

 

 
  

※1総務省統計局による人口推計（平成29年2月報）では、平成28年9月1日現在の65歳以上人口（確定値）は3,454.4万人、

高齢化率は27.2% 
※2 平成 28 年度版障害者白書（内閣府）より、身体障がい、知的障がい、精神障がいの 3 区分の障がい者数は 860.2 万人 
※3平成27年度国勢調査（総務省統計局）より、3歳児未満人口は2,934,217人 
※4 総務省統計局による人口推計（平成 29 年 2 月報）では、日本の総人口は 1 億 2690.3 万人。障がい者数の中には 65 歳以

上、3 歳児未満も含まれるため厳密な計算はできないが、65 歳以上人口、3 歳児未満人口、その他の年齢区分の障がい者数

を合計すると、概ね日本の人口全体の 1／3 程度と考えられる 
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■求められる障がいのある⼈など多様な⼈への対応 

平成 28 年 4 月に、「障害者差別解消法」が施行されました。行政機関だけでなく民間

事業者を含む社会全体で「障がいを理由とする差別」が禁止され、もちろん観光事業の現

場にもこの法律は適用されています。観光事業に関わる全ての人が、法律の内容を正しく

理解し、適切に対応することが求められており、このような観点からも観光地におけるユ

ニバーサルツーリズムへの対応が必要となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■２０２０年に向けて 

2020 年に開催される東京オリンピック・パラリンピックに向けて、これまで以上にパ

ラリンピックへの注目度もあがり、さまざまなパラリンピアンがメディアで取り上げられ

ることも多くなっています。 

2020 年のオリンピック・パラリンピックは、日本のユニバーサルデザインの考え方や

あり方、海外からの訪問客への対応方法（ユニバーサルツーリズム）が試される機会でも

あります。パラリンピアンのようなアスリートだけでなく、多くの外国人旅行者（高齢者、

障がい者等）が観戦客、観光客として、東京および全国各地を訪れます。 

訪日外国人旅行者（高齢者、障がい者等）に対応したユニバーサルツーリズムの情報発

信や受入体制づくりも進めていくことが求められます。 

  

沖縄県における障害者差別解消法への対応に向けた取組 

○ユニバーサルツーリズムに先進

的に取り組む沖縄県では、障害

者差別解消法に対応し、これま

でに県内で実際に起きた事例な

どを参考に、観光事業のさまざ

まな場面で起こることが想定さ

れる事象と、望ましい事前の準

備・その場での対応を Q&A 形式

でまとめ、WEB 上で公開し、観

光関係者の取組を支援。 

▼沖縄県 観光バリアフリーポータルサイト 

先進事例 
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訪⽇外国⼈旅⾏者向けユニバーサルツーリズム相談窓⼝「Accessible Travel JAPAN」

○NPO 日本バリアフリー観光推進機構は、

平成 27 年 12 月より、観光庁「訪日外

国人旅行者向けユニバーサルツーリズム

情報発信事業」の検討結果を踏まえ、身

体の不自由な外国人を対象に国内の旅行

に関する相談を受け付ける窓口として

「Accessible Travel JAPAN」を運営

し、利用者の相談に対応。 

○観光庁の同事業では、訪日外国人旅行者

向けのユニバーサルツーリズムの情報発

信に関するモデル事業も実施され、旭川、

伊勢志摩、松江、嬉野、沖縄のバリアフ

リー旅行相談窓口において、ホームペー

ジ等による多言語での情報発信を実施。 

○平成 29 年 4 月からは福島でも同様の取

組が開始される予定であるなど、拡がり

をみせている。 

先進事例 

▼Accessible Travel JAPAN ホームページ 

▼伊勢志摩バリアフリーツアーセンターの英語サイト
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  ⾞いす使⽤者にもさまざまな⼈がいます 

 みなさんは「車いす使用者」を一括りに捉えていませんか。実際には、脳血管障がい、脊

髄損傷、脳性麻痺などさまざまな障がいがあり、障がいやレベルによって残存機能やニーズ

は異なります。同じ障がいでも自分で車いすを操作できるアクティブな人から、多少の介助

が必要な人、全介助が必要な重度障がい者までさまざま。高齢者も車いすを利用しています。

 ■脳血管障がいにより車いすを使用している人：左右いずれかの片半身に麻痺があること

が多く、車いすの操作は片方の手足で行います。電動車いす使用者もいます。立ち上が

ることが可能な人が多く、軽度の場合は杖や下肢装具等を使用して歩くことができる人

もいます。 

 ■脊髄損傷により車いすを使用している人：交通事故や運動中のけが等によるものが多く、

障がいの状況により下半身、四肢等の麻痺が生じ、歩行が困難または不可能になります。

障がいのレベルによって便意を感じない、体温調整が困難、床ずれの危険性があるなど

考慮すべき点が多くあります。頸髄損傷の四肢麻痺者では上肢にも障がいがあり、生活

上多くの介助が必要になることがありますが、下半身麻痺の脊髄損傷者はスポーツ選手

も多く自立して生活できる人が大多数です。感覚が失われている場合は床ずれを予防す

るための考慮が必要です。（例：車いす用クッション） 

 ■脳性麻痺により車いすを使用している人：出産時に何らかの原因で酸素が不足し、脳の

細胞が損傷をうけ、麻痺が見られます。軽度から重度までさまざまなレベルの人がいま

す。不随意の動きがある人、手足に拘縮がある人は細かい作業（切符の購入等）に困難

をきたす場合があります。また、言語障がいを伴う場合も多くあり、知的障がいと重複

している場合もあります。 

 このように、車いす使用者にもさまざまな障がい、さまざまな自立レベルの人がいるため、

必要とされる配慮や介助は人によって異なります。そのため、車いす使用者であれば、脳血

管障がい、脊髄損傷、脳性麻痺なのか、その他の障がいなのか、どのような支援が必要なの

かをご本人に確認することが重要になります。 

 また、車いすには、手動車いす、介助用手動車いす、簡易電動車いす、電動車いす、ハン

ドル型電動車いすなどさまざまなタイプがあります。車いすによって重量は 10kg 以下のア

クティブタイプから 200kg 以上の電動車いすまでさまざま。折りたたみについても可能な

タイプと不可能なタイプがあります。使用されている車いすがどのようなタイプかを知るこ

とも大切です。 

 車いす使用者だけに限らず、どのような障がいであってもさまざまに違い、一括りにでき

ないこと、ニーズや必要とされる配慮が異なることを知っておく必要があります。 

コラム 
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（２）ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の必要性 

■当事者の不安解消のために 

高齢者や障がい者の中には旅行に出かけるのが不安で、行きたいと思っていても実際に

は旅行に出かける勇気のない人も多く存在します。また、観光地の現場では、バリアフリ

ー化され配慮が行われていても、利用者の希望に合わずトラブルになるケースもみられま

す。高齢者や障がい者の状態は一人ひとりさまざまであり、必要とされる配慮も人によっ

て異なることがあるためです。 

このような中で、旅行に出る前の不安解消を軽減すること、旅行中のトラブルなどを回

避することが必要となりますが、これにはバリアフリーツアーセンター、ユニバーサルツ

ーリズムセンターといった名称でNPO等が各地で運営する「バリアフリー旅行相談窓口」

の情報発信や相談事業等の取組（観光案内）が参考となります。 

 

■「バリアフリー旅⾏相談窓⼝」の取組 

同じ障がい、同じ年齢、同じ性別であったとしても、バリアフリーの基準は違い、一括

りにはできない中では、正確な情報発信と、個別に相談の乗れる体制を整えておくことが

求められます。このようなニーズに対応して、各地のバリアフリー旅行相談窓口では、地

域の観光施設や宿泊施設等のバリアに関する情報を調査・収集し、数値やサイズ、写真等

の客観的な情報をホームページ等により情報発信し、電話や窓口において客観的な調査デ

ータに基づく観光案内（問い合わせや相談への対応）を実施しています。 

▼観光地におけるバリアフリー旅⾏相談窓⼝の機能 

 

 

  

・観光施設、公共交通、

宿泊施設等のバリア

に関する調査

・地域内のバリア等の

情報収集・蓄積 等

・バリア及びバリアフ

リー情報の発信
（WEB、広報誌等）

・バリアフリー観光地の
PR 等

・観光事業者へのバリ

アフリー観光に関する

セミナー、勉強会

・観光施設、宿泊施設

等へのバリアフリー化

の指導・アドバイス

・サポーター（介助者）
の育成 等

・サポーター（介助者）、

入浴介助の派遣

・車いす、ベビーカー、
福祉機器等の貸出 等

受入拠点受入拠点

情報収集情報収集 情報発信情報発信 指導･アドバイス指導･アドバイス 介助サポート介助サポート その他その他

・観光困難者の旅行ニーズに対応する問い合わせや相談対応

・旅行業者のツアー造成ニーズに対する問い合わせや相談対応

・地域の観光事業者等へのバリアフリー化アドバイスや研修 等

（総合相談センター）

バリアフリー旅行相談窓口 
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先進地域のバリアフリー旅⾏相談窓⼝の取組例（伊勢志摩バリアフリーツアーセンター）

○NPO が運営するバリアフリー旅行相談の常駐窓口として日本で最初に作られた案内所。平

成 14 年から活動をはじめ、現在各地にあるバリアフリー旅行相談窓口の手本となっている。

○案内カウンターを併設した事務所では 3～4 名

のスタッフが常駐し、電話、メールでの相談を

受け付けるほか、カウンターを訪れる利用者に

案内を実施。年間約 1,000 件のバリアフリー

旅行相談・観光案内に対応し、車いすの貸出件

数は約 230 件、ベビーカーの貸出件数は約 90

件と多くの利用者の伊勢志摩観光を支援。 

○多くのバリアフリー旅行相談を支える基本は、

長年に渡り蓄積してきた宿泊施設、観光施設、

交通機関、飲食店、アクティビティ等のバリア

およびバリアフリー情報で、ホームページ上で

発信するとともに前述のとおり、多くの個別相

談・観光案内に対応。 

○窓口（カウンター）が、近鉄鳥羽駅に隣接した

商業ビルの１F にあり、お土産購入や食事で訪

れる観光客にとっては利便性の高い場所にな

っていることもポイントのひとつ。カウンター

があることで、貸出備品の手続きがスムーズに

できる等の利点があり、またバリアフリーだけ

でなく通常の観光案内を求めて立ち寄る利用

者に対しての案内も実施。気軽に立ち寄れる場

所にあることで、利用者にとってはなじみやす

い案内所として地域に根ざした活動を展開。 

○伊勢志摩バリアフリーツアーセンターのさま

ざまな活動により、伊勢神宮の車いす使用者数

は 1,398 件（平成 12 年）から 17,262 件（平

成 25 年）と 12 倍以上に増えるなど（参拝者

総数は約 413 万人（平成 12 年）から約 885

万人（平成 25 年）と約 2 倍の増加）、観光地

全体の観光客の増加、地域活性化に大きく寄

与。 

http://www.barifuri.com/

先進事例 

▼伊勢志摩バリアフリーツアーセンターの 
窓⼝の様⼦ 

▼調査結果に基づくバリアおよび 
バリアフリー情報をホームページで発信

▼伊勢神宮の⾞いす使⽤者が 12 倍以上に増
加するなど観光地全体の観光客増加に寄与

［伊勢神宮内宮の⾞いす使⽤者の推移］ 
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先進地域のバリアフリー旅⾏相談窓⼝の取組例（神⼾ユニバーサルツーリズムセンター）

○活動 12 年目を迎える神戸ユニバーサルツーリズムセンターは、市内の宿泊、観光、移送、福

祉等の各団体等をネットワークし、トータルで情報提供可能な窓口として取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

［神⼾ユニバーサルツーリズムセンターにおける取組概要］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○平成 22 年に第二種旅行業を取得したことで、

宿泊施設や移動手段の予約が可能となり、旅行

者のニーズに対応した活動の幅が拡大。ツアー

参加者数も年々増加しており、全国各地のユニ

バーサルツーリズムセンターとも連携した受

入や送客を実施。 

○近年では結婚式に参加する高齢者や障がい者のためのウェディングサポート等のサービス

を開始するとともに、兵庫県と連携して県内各地へのサテライト拠点の設置を推進。多様

なニーズへ対応するとともに、より広域なエリアをカバーすべく取組を推進している。 

http://wing-kobe.org/

先進事例 

▼神⼾ユニバーサルツーリズムセンターの 
窓⼝の様⼦

３つの笑顔 「安⼼・楽しむ・低コスト」 
○高齢者や障がい者が、安心・安全に旅行ができること、同行者も一緒に旅を楽しむこと

ができること、旅行費用の負担を軽減することを中心に活動を実践。 

○障がいのある職員が自ら情報収集、コーディネートに携わることで、障がい者の視点か

ら観光の楽しみ方を発信している。 

【神⼾ユニバーサルツーリズムセンターの主なサービス内容】 

◇宿泊施設の手配 ◇移送タクシーの手配 

◇コンシェルジュの派遣 ◇介助人の派遣 ◇福祉用品レンタル 

◇観光情報の発信（観光ガイドブック、神戸ユニバーサルライフ情報誌「びと（bito）」）

きめ細やかなヒアリングに基づくコーディネート 
○介助福祉士による丁寧なヒアリングを通じて、旅行者の身体の状態や要望に関する情報

を把握し、その情報をもとに個人にあった旅行プランを提案。 

○初めに必要な情報を収集し、ネットワーク内で共有することで、初めて会う方を介助す

ることに対する不安やリスクの軽減につながる。 

▼神⼾ユニバーサルツーリズムセンターの 
ツアーコーディネート件数 

▼観光ガイドブックおよび 
神⼾ユニバーサルライフ情報誌「びと（bito）」

15
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バリアフリー旅行相談窓口は NPO による運営例が多くみられますが、自治体や観光協

会、観光案内所、宿泊施設や交通事業者など、地域関係者と協働しながら進めている場合

がほとんどであり、これらの地域ではバリアフリー対応として何から取り組んで良いかわ

からない事業者への相談やアドバイスも行われ、地域全体としての意識も高くなっていく

傾向にあります。バリアフリーに熱心に取り組む宿泊施設が増え、改修を行ったおかげで

集客が向上した事例や、お土産店や飲食店で障がい者への対応を学んだことで、全体とし

てのおもてなしが向上し、観光客からの評価が高まる地域などもみられます。 

 
■バリアフリー旅⾏相談窓⼝は空⽩地域が課題 

各地のバリアフリー旅行相談窓口は、専門的な知識や経験に基づきユニバーサルツーリ

ズムに対応した観光案内を実践していますが、活動している団体がいる地域に限定されて

いる現状にあります。 

 

▼全国のバリアフリー旅⾏相談窓⼝ 

 

※相談窓口により、活動内容や活動の質、活動範囲等が異なるが本図では区別せずに表記 

※本図について全ての相談窓口を網羅してはいない。この他に NPO 等が独自に活動を行っている地域や

理念の違い等から複数組織が活動している地域が存在 
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観光庁では、これまでに各地におけるバリアフリー旅行相談窓口の立ち上げの支援等を

実施し、その数は着実に増えていますが、現状では全国に空白地域が多く残されています。

引き続き、バリアフリー旅行相談窓口の増加に向けた取組を実施していく必要がある一方

で、組織の立ち上げには時間を要することから、全国のユニバーサルツーリズムに対応し

た観光案内を底上げするためには、既存の観光案内所等の取組が重要となります。 

 
■既存の観光案内所における対応状況 

観光庁が平成 28 年度に全国の観光案内所を対象に実施したアンケート調査結果では、

「ユニバーサルツーリズムに対応した情報発信を実施していない」と回答した観光案内所

が約６割を占めました。 

 

▼観光案内所におけるユニバーサルツーリズムに対応した情報発信の実施状況 

 

出典：全国の観光案内所を対象としたアンケート調査結果（平成 28 年度、観光庁） 

 

より多くの利用者にとって利便性が高く、情報が入手しやすくなるためには、各地の観

光案内所におけるユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の実践が望まれます。 

  

56.3 

24.8 

22.3 

16.0 

9.4 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ユニバーサルツーリズム関連の情報発信を実施していない

高齢者や障がい者向けの情報をWeb上で発信

妊産婦・乳幼児連れ向けの情報をWeb上で発信

高齢者や障がい者向けのパンフレット、観光マップ等を配布

妊産婦・乳幼児連れ向けのパンフレット、観光マップ等を配布

地域の関連団体等のリンクをWebサイト等に掲載

ユニバーサルツーリズム関連の情報発信を実施していない

n=318 
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２．観光案内所とバリアフリー旅⾏相談窓⼝ 
の両所の特性を活かした連携、協働 

各地の観光案内所は全国の主要な観光地の拠点駅に窓口があるなど立地的な利便性が高

い一方で、ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の観点では、対応に課題がありま

す。逆にバリアフリー旅行相談窓口は、全国的にみた数は少ない一方で、ユニバーサルツ

ーリズムに対応した観光案内を専門的ノウハウのもと実践しています。 

そのため、既存の観光案内所等がバリアフリー旅行相談窓口の知見や経験を全ては難し

くとも少しでも習得し実践すること、協力体制を構築すること等により、ユニバーサルツ

ーリズムに対応した観光案内を実践することで、観光地のユニバーサルツーリズムへの対

応力は大きく向上することになります。 

ここでは、全国における取組状況から、「（１）観光案内所等にバリアフリー旅行相談窓

口機能を付加するモデル」、「（２）観光案内所等とバリアフリー旅行相談窓口の連携モデル」

の２つの取組方法について記載します。 

 

▼観光案内所等とバリアフリー旅⾏相談窓⼝の連携によるモデルについて 
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（１）観光案内所等にバリアフリー旅⾏相談窓⼝機能を付加 
するモデル 

一般に観光案内所の大半は、主要駅や空港など利便性の高い場所に立地しています。バ

リアフリー観光の相談や情報提供を同時に行うことができれば、多くのニーズに応えるこ

とが可能になります。観光案内所は市町村単位のものが多く、カバーできる範囲が限られ

てしまうため、県単位や市町村を越えた広域連携も視野にいれる必要性があり、次の２つ

のパターンに大別されます。 

①市町村単位：市町村の観光案内所でバリアフリー旅行相談や情報提供を実施。観光案

内所のスタッフが専門的な知識を持つための研修や地域内のバリアおよびバリアフリ

ー情報の収集を行い、通常の観光案内の一環として、ユニバーサルツーリズムへの対

応を行う 

②都道府県単位または広域連携：都道府県等の観光案内所でバリアフリー旅行相談や情

報提供を実施。市町村単位と同様に研修、調査等により、通常の観光案内の一環とし

て、ユニバーサルツーリズムへの対応を行う。また市町村の観光案内所との協力体制

を構築することで、広域的なカバーを行う体制をつくる 

 

（２）観光案内所等とバリアフリー旅⾏相談窓⼝の連携モデル 

観光案内所がバリアフリー旅行相談窓口との協力体制を構築することで、地域のユニバ

ーサルツーリズムに対応した観光案内に対応することもできます。現状での各地の事例を

参考にすると、以下の 3 つのパターンによる対応が考えられます。これらのパターンでは、

観光案内所にユニバーサルツーリズムの専門的なスタッフを置かずとも、必要に応じてバ

リアフリー旅行相談窓口に対応してもらうことによって両所の長所を生かすことができま

す。 

③協働型：観光案内所とバリアフリー旅行相談窓口の場所を隣接させるなど、（物理的に）

近い場所で案内を実施。これによって、利用者は一般的な観光情報とともにバリアフ

リーに関する情報も手にすることができ、利便性が高まる 

④連携型：バリアフリー旅行相談窓口が観光案内所と（物理的に）離れていたり、窓口

（カウンター）を持たずに活動しているケースなどは、役割分担を行って協力する。

例えば、車いすの貸出やバリアフリーマップの手渡し、カウンター訪問者への対応を

観光案内所が行い、事前の相談、予約や手配、旅程のアドバイスなど旅行前の相談や

観光案内、専門的な内容、福祉機器の手配などをバリアフリー旅行相談窓口が行う 



 

12 

⑤広域連携型：バリアフリー旅行相談窓口と協力して広域的な対応を行うケース。④の

ケースでの協力を一つのバリアフリー旅行相談窓口と複数の観光案内所との協力に拡

げる 

 

（３）先進地域、平成 28 年度観光庁モデル事業実施地域の事例 
観光案内所とバリアフリー旅行相談窓口の両所の特性を活かした連携、協働について、

先進的に取り組む地域、平成 28 年度観光庁モデル事業実施地域について、モデルタイプ

ごとに事例を紹介します。 

 

■観光案内所等にバリアフリー旅⾏相談窓⼝機能を付加するモデルの事例 

①市町村単位 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

南さつま市観光協会の取組例 

○平成 28 年度の観光庁モデル事業において、日本バリアフリー観光推進機構、かごしまバ

リアフリーツアーセンターの指導のもと以下の取組を実施。 

  ①市内 60 箇所の観光関連施設のバリア調査 

  ②調査結果の観光協会ホームページでの情報発信 

  ③地域関係者の理解促進、意識醸成のためのセ

ミナー、ワークショップ 

  ④ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内

を実践するための窓口研修、先進地視察 

  ⑤ユニバーサルツーリズム問い合わせマニュア

ルの作成 

○ユニバーサルツーリズムについて、これまでは曖

昧な知識や情報しかないなかトラブルと背中あわ

せの対応をしていたが、研修、視察等を通じた知

識・ノウハウの習得、客観的調査データを取得で

きたこと等により案内体制が構築。 

○平成 29 年度より、観光案内所としての通常の観

光案内の一環として、バリアフリー旅行相談を実

践。かごしまバリアフリーツアーセンターとの継

続的な連携により、窓口としてのレベル向上、地

域全体の受入体制の向上、南薩地域としての広域

展開を目指して取組を推進。 

平成 28 年度観光庁モデル事業

▼ホームページでの情報発信 

▼対応マニュアルの作成 
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②都道府県単位または広域連携 
 

 

 

  

⻑瀞町観光協会の取組例 

○平成 28 年度の観光庁モデル事業において、以下の取組を実施。 

  ①長瀞町内および近隣市町村 84

箇所の観光関連施設のバリア調

査 

  ②調査結果を踏まえた長瀞観光バ

リアフリーマップの作成 

  ③地域関係者の理解促進、意識醸

成のための勉強会 

○観光協会職員自らがバリア調査を実

施すること等を通じて知識・ノウハ

ウを習得。客観的な調査データ等の

取得とともに自身の言葉で案内をす

ることが可能に。 

○平成 29 年度より、観光案内所とし

ての通常の観光案内の一環として、

バリアフリー旅行相談を実践。地域

におけるユニバーサルツーリズムの

推進役として、観光関係者の更なる

理解促進、近隣市町村を含めた協力

体制構築等を図る。 

平成 28 年度観光庁モデル事業

▼⻑瀞観光バリアフリーマップ 

▼観光案内のための調査データの⼀元化
（観光トイレの例） 

秋⽥県観光連盟（秋⽥バリアフリーツアーセンター）の取組例 

○秋田県観光連盟では、平成 28 年

4 月より、既存の観光案内所に併

設し「秋田バリアフリーツアーセ

ンター」を設置。バリアフリー旅

行相談窓口として、ユニバーサル

ツーリズムに対応した情報提供、

観光案内等を開始。 

 

先進事例 

▼秋⽥バリアフリーツアーセンターリーフレット 
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（秋⽥県観光連盟（秋⽥バリアフリーツアーセンター）の取組例の続き） 

［バリアフリー旅⾏相談窓⼝の⽴ち上げ経緯］ 

 

 

 

 

 

○バリア調査にあたっては、日本バリアフリ

ー観光推進機構の調査専門員研修をスタ

ッフが受講。障がい者団体等の協力のも

と、観光連盟職員と障がい当事者による調

査を実施。会員施設の約 8 割が調査受入を

承諾。 

○取組の主体は、秋田県観光連盟であり、観

光連盟の職員が通常の観光案内に加え、バ

リアフリーツアーセンタースタッフを兼

任し相談対応を実施。 

［取組のポイント］ 
・立ち上げ時：日頃より観光全般での会員との関係があるため、バリアフリー旅行相談窓

口の立ち上げにあたっても協力が得やすく、地域での意識を一体化して進めることが可

能。自治体との連携も図りやすい。 

・立ち上げ後：通常の観光案内とバリアフリー旅行相談を一体的に行うことで、通常の問

い合わせからバリアフリー旅行相談につながることもあり、かつ県の窓口として広域な

案内に対応していることから、対応の間口の広さが的確な利用者ニーズへの対応に繋が

り、満足度の向上、機会損失の低減に寄与。 

▼ホームページでの情報発信 

・平成 26 年度：バリアフリー旅行相談窓口の設置に向けた検討、地域関係者向けセミナ

ー、先進地視察等を実施 

・平成 27 年度：観光連盟会員宿泊施設 120 施設へのバリア調査、調査結果を踏まえたホ

ームページ構築、窓口研修等を実施 

・平成 28 年 4 月より、秋田バリアフリーツアーセンターを設置。バリアフリー旅行相談

窓口として情報提供、観光案内等を開始 



 

15 

■観光案内所等とバリアフリー旅⾏相談窓⼝の連携モデル 

③協働型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

那覇空港 しょうがい者・こうれい者観光案内所等の取組例 

○NPO バリアフリーネットワーク会議の運

営する「那覇空港しょうがい者・こうれい

者観光案内所（沖縄バリアフリーツアーセ

ンター）」は、沖縄の玄関口、那覇空港国

内線ターミナルに案内カウンターが設置。 

  ⇒車いすやベビーカーの貸出のほか、観

光案内や宿泊時の入浴介助ヘルパー

の手配にも対応。バリアフリー旅行相

談窓口として、空港での常設カウンタ

ーがあるのは国内では沖縄のみ。 

○那覇市内 国際通りにも案内所があり、空港と同様に車いすや福祉機器の貸し出しほか、荷

物預かり、子どもの一時保育等も実施。海外からの家族連れ旅行者も多く、インバウンド

対応としても先進的な好例となっている。 

［取組のポイント］ 

 

 

先進事例 

○空港ではバリアフリー旅行相談窓口に隣接して、那覇空港観光案内所があり、通常の観

光案内とユニバーサルツーリズムに対応した観光案内を連携しながら実施。 

  ⇒例えば、しょうがい者・こうれい者観光案内所にきた外国人旅行者の障がい者の言

語対応を通常の観光案内所スタッフがサポートなど 

○窓口を 2 カ所で運営することで、事前相談に加え、到着後の空港ならではのニーズ、市

内観光中のニーズに対応でき、観光客にとっての利便性の高さを保てることもポイント。

  ⇒実際に問い合わせ・相談件数は年間 1 万 5 千件以上、車いすの貸出は日数ベースで

2,000 日以上、ベビーカーの貸出は日数ベースで 3,400 日以上など多くの観光客

が利用（平成 27 年度実績） 

▼那覇空港 しょうがい者・こうれい者観光案内所 

福島市観光案内所、ふくしまバリアフリーツアーセンターの取組例 

○福島駅西口新幹線改札前にある福島市観光案内所内に、ふくしまバリアフリーツアーセン

ターを設置。 

  ⇒福島市観光案内所スタッフとバリアフリーツアーセンタースタッフが連携してユニバ

ーサルツーリズムに対応 

先進事例 
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（福島市観光案内所、ふくしまバリアフリーツアーセンターの取組例の続き） 

 

 

 

 

 

 

 

［取組のポイント］ 

北海道ユニバーサル観光センター・札幌の取組例 

○平成 27 年 12 月に北海道、札幌市、北海道運

輸局、北海道観光振興機構、札幌観光協会等の

支援・協力のもと札幌駅構内に「北海道ユニバ

ーサル観光センター・札幌」を開設（JR 総合

案内所、北海道さっぽろ観光案内所が近接。運

営は北海道ユニバーサルツーリズム推進協議

会）。 

○「北海道ユニバーサル観光センター・札幌」の強化、既存の観光案内所との連携および、

情報共有の強化等を目的に平成 28 年度の観光庁モデル事業において以下の取組を実施。 

①札幌市内の宿泊施設を中心に 85 箇所のバリア及びバリアフリー調査 

②調査結果を踏まえたホームページによる情報発信等の強化 

③北海道ユニバーサル観光センター・札幌及び観光案内所スタッフ等を対象としたスキ

ルアップセミナーの実施 

④ユニバーサル観光案内対応マニュアルの整備 

○今後もバリアフリー旅行相談窓口と既存の観光案内所の連携の更なる強化を図りつつ、道

内の観光特性を踏まえた各地域との連携強化、ネットワーク化を図りながらユニバーサル

ツーリズムのワンストップサービスに向けた取組を推進。 

平成 28 年度観光庁モデル事業

○観光案内所とバリアフリー旅行相談窓口が同じ場所にあることで利用者の利便性が高

く、お互いの協力・連携もスムーズに。 

○沖縄と同様に、観光客の入口（新幹線駅の改札前）に窓口があることで、ゲートウェイ

としての場所での案内が可能に。 

▼福島市観光案内所内 
 ふくしまバリアフリーツアーセンター 

▼北海道ユニバーサル観光センター・札幌 
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④連携型 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神⼾ユニバーサルツーリズムセンターの取組例 

○旅行者からのニーズに基づき、観光案内、旅のプラン作成、手配を実施。第２種旅行業を

取得していることから宿泊施設や移動手段の予約などワンストップでの旅行手配に対応。 

○窓口は、メリケンパークに構え、既存の観光案内所とは別の場所にあるが、「KOBE どこ

でも車いす」等の取組において、神戸市内の観光案内所やインフォメーションセンターと

連携。 

 

 

 

 

［取組のポイント］ 

 

 

 

 

 

先進事例 

▼神⼾ユニバーサルツーリズムセンター 

○「KOBE どこでも車いす」は、神戸空港や既存の観光案内所、宿泊施設など 11 カ所で

レンタル・返却が行える仕組みになっており、いずれも交通機関の要所ポイントや観光客

の多い中心市街にあるため、利用者にとって利便性の高い場所に立地する観光案内所の長

所を生かした仕組みとなっている。平成 28 年度は 942 件の貸出実績。 

○既存の観光案内所で対応が難しい問い合わせや相談には、ユニバーサルツーリズムセンタ

ーで対応するなど、日々連携をしながら地域としてのユニバーサルツーリズムの受け皿を

構築。 

▼KOBE どこでも⾞いす 
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⑤広域連携型 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

  

⼭形県観光物産協会、⼭形県、⼭形バリアフリー観光ツアーセンターの取組例 

○観光物産協会、県、バリアフリー旅行相談窓口の３者連携により、県下全域のユニバーサ

ルツーリズムへの対応を目指した取組。 

○本モデル事業では、日本バリアフリー観光推進機構、山形バリアフリー観光ツアーセンタ

ーによる指導のもと、観光物産協会の運営する「やまがた観光情報センター」（山形駅直結

のビル内）にバリアフリー旅行相談窓口の開設等を目指し、以下の取組等を実施。 

  ①県全域の主要な観光・宿泊・交通施設 35 箇

所のバリア及びバリアフリー調査 

  ②調査結果の観光物産協会ホームページ内での

情報発信 

  ③地域関係者の理解促進、意識醸成のためのセ

ミナー、勉強会 

  ④ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内

を実践するための窓口研修、先進地視察 

  ⑤観光物産協会、県、バリアフリー旅行相談窓

口の 3 者の連携体制、役割分担等に関する対

応マニュアルの作成 

○今後、やまがた観光情報センターにおいて、観光

案内所としての通常の観光案内の一環として、バ

リアフリー旅行相談窓口を実践。 

  ⇒基本的な問い合わせや相談には観

光案内所スタッフで対応し、専門

的な内容には山形バリアフリー

観光ツアーセンターが対応 

○今後は、各市町村単位の観光案内所と

の連携拡大など、本モデル事業におけ

る3者を核として県下全域への普及を

目指して取組を推進。 

 

平成 28 年度観光庁モデル事業

▼バリアフリー旅⾏相談窓⼝の開設 

▼観光物産協会、県、バリアフリー旅⾏相談窓⼝の
連携体制 
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３．ユニバーサルツーリズムに対応した 
観光案内の実践 

ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内につ

いて、取組方法やモデルによる違いはあるものの、

実践方法は共通する部分も多くなっています。 

ここでは、今後、新たに取組を開始されようとし

ている地域（観光地）や取組を継続・発展させよう

としている地域（観光地）の参考となるよう、先行

事例等をもとにユニバーサルツーリズムに対応した

観光案内を実践する上でのポイントや留意点を右図

に示す取組のステップごとに整理しました。 

 

STEP１ 当事者のことを知る 
 

（１）既存のマニュアル等の収集・確認 

＜ポイント・留意点＞ 
 

○まずは、ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の対象者である高齢者や障が

い者の特性を知ることが重要 

    高齢者や障がい者の特性や接遇の基本に関する既存マニュアルの活用 
 

○高齢者や障がい者だけでなく、乳幼児連れ及び妊産婦、外国人旅行者（高齢者、障

がい者等）についても、ニーズや課題を把握することが重要 
 

○災害時や緊急時の対応について備えておくことも必要。非常時に配慮の必要な人が

どのような不安に陥り行動するのか、既存マニュアル等で確認する 
 

 

  

▼取組のステップ

STEP１ 当事者のことを知る 

STEP２ 地域の状況を知る 

STEP３ 情報を発信する／ 
観光案内へ活かす 
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＜既存のマニュアル等の例＞ ※WEB 上で入手可能な資料を中心に掲載（平成 29 年 3 月時点） 

 
【⾼齢者や障がい者等の特性や接遇について】 

  ○「こころのバリアフリー」ガイドブック 

（国土交通省関東運輸局／平成 27 年 3 月） 

http://wwwtb.mlit.go.jp/kanto/koutuu_seisaku/barrier_free/date/g

uide_book150703.pdf 

  ○発達障害、知的障害、精神障害のある方とのコミュニケーションハンドブック

（国土交通省総合政策局／平成 21 年 4 月） 

    http://www.mlit.go.jp/common/001130223.pdf 

  ○東京都障害者差別解消法ハンドブック～みんなで支え合い、つながる社会をめ

ざして～（東京都福祉保健局／平成 28 年 3 月） 

http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/shougai/shougai_shisaku

/sabekai.files/handbook_code.pdf 

  ○障害のある方への接遇マニュアル 

（東京都心身障害者福祉センター／平成 18 年 8 月） 

    http://www.fukushihoken.metro.tokyo.jp/shinsho/tosho/hakkou/ 

  ○観光バリアフリー対応マニュアル（沖縄県／平成 28 年 3 月） 

    http://okibf.jp/pref/manual/ 
 

【乳幼児連れ及び妊産婦の特性等について】 

  ○乳幼児連れ及び妊産婦旅行促進事業 報告書（観光庁／平成 28 年 3 月） 

    http://www.mlit.go.jp/common/001127263.pdf 
 

【訪⽇外国⼈旅⾏者（⾼齢者、障がい者等）の特性等について】 

  ○訪日外国人旅行者向けユニバーサルツーリズム情報発信事業 報告書 

（観光庁／平成 27 年 7 月） 

    http://www.mlit.go.jp/common/001114126.pdf 
 

【⾮常時に配慮の必要な⽅への対応等について】 

  ○逃げるバリアフリーマニュアル～観光地における移動・災害弱者に対する避難

対応～（沖縄県／平成 25 年 1 月） 

    http://okibf.jp/pref/adviser/nigebari.html 
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（２）当事者ニーズの把握／当事者とのコミュニケーション 

＜ポイント・留意点＞ 
 

○高齢者や障がい者等のニーズをより具体的に把握するため、当事者参加型の研修や

セミナー等への参加を検討する 

    当事者（高齢者や障がい者等）と接する機会がないことが一番の問題であり、

実際に当事者の生の意見やニーズを確認することがポイント（例：当事者が講

師を務める研修会への参加、当事者といっしょにまち歩きを行う等） 

    自治体の福祉部局や地域の障がい者関連団体等へ相談し当事者を紹介してもら

うことも考えられる 
 

○バリアフリー旅行相談窓口が近隣にある場合は、障がい者等の基本特性についての

研修と同時に、観光、宿泊、飲食等のサービス提供者への接遇研修などもあり、障

がいのある利用者にとって旅行時に何がバリアになるかという点についても知識を

得られるので活用することが有益 
  

＜資料提供や研修の依頼先の例＞ 
 

○バリアフリーツアーセンター、ユニバーサルツーリズムセンター等のバリアフリー旅行相談窓口

○地域の自治体の福祉部局、社会福祉協議会 

○地域の障がい者団体 

○ガイドヘルパー等の資格者養成団体 など 
  

＜研修やセミナーの例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各地のバリアフリー旅⾏相談窓⼝による研修やセミナー 

○日本バリアフリー観光推進機構に加

盟の各地のバリアフリーツアーセン

ターや、日本ユニバーサルツーリズ

ム推進ネットワークに加盟の各地の

ユニバーサルツーリズムセンターの

多くが、依頼者の立場やニーズに応

じた、高齢者や障がい者の基本特性

や接遇に関する当事者参加型の研修

やセミナーに対応可能。 

       ・日本バリアフリー観光推進機構  https://barifuri.jp/portal/page/jbfspo.html 

       ・日本ユニバーサルツーリズム推進ネットワーク  http://jutn.net/ 

事例① 

■障がい別対応のポイント 
・車いす使用者への対応と車いすの基本操作 

・視覚障がい者・聴覚障がい者・言語障がい者 

・知的発達障がい者、自閉症、認知症 

・目に見えない障がい・LGBT（性的少数者） 

■接客の対応ポイント 
・フロント、インフォメーションセンター等 

・飲食店での対応・商品販売 

■災害時の対応 
・通常時からの備え・障がい者の避難誘導 

■そのほか知っておきたいこと 
・車いす対応トイレ・駐車場・補助犬について 等 

▼伊勢志摩バリアフリーツアーセンターの研修項⽬例
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ユニバーサルホスピタリティ研修（神⼾ユニバーサルツーリズムセンター） 

○神戸ユニバーサルツーリズムセン

ターが実施する研修会で、サービス

産業関連の事業所および従事者を

対象に、視覚、聴覚、肢体障がい者

（車いす使用者）・高齢者へのサポ

ートについて座学と実習で習得。 

 

 

 

 

 

http://wing-kobe.org/contents.php?m_id=157

事例② 

ユニバーサルマナー検定（⽇本ユニバーサルマナー協会） 

○高齢者や障がい者、ベビーカー利用者、外国人

など、自分とは違う誰かの視点に立ち、行動す

ること（ユニバーサルマナー）を学ぶ研修（検

定試験）。日本ユニバーサルマナー協会が主催。 

○障がいのある当事者がカリキュラムを監修し

講師をつとめ、基礎的な講座の３級、サービス

業の方の受講を推奨し実技を含む２級がある。 

○広く一般を対象とした内容であるが、行政職員

や観光協会職員、観光関連サービス企業など多

くの受講が見られる。 

 

 

 

 

http://www.universal-manners.jp/

事例③ 

▼研修会の様⼦ 

《高齢者・障がいのある人たちへのサポートについて》 

①視覚障がい者へのホスピタリティ研修《90 分》 

②聴覚障がい者へのホスピタリティ研修《90 分》 

③車いす使用者へのホスピタリティ研修《90 分》 

④高齢者へのホスピタリティ研修《90 分》 

▼研修項⽬例 

○多様な方々の特徴と心理状況 

○知的障がい者・精神障がい者へのサポート

方法 

○シーン別のケーススタディ 

（グループワーク） 

○車いす使用者への実践的なサポート方法 

○視覚障がい者への実践的なサポート方法 

○聴覚障がい者への実践的なサポート方法 

○高齢者への実践的なサポート方法  等 

▼2 級のカリキュラムの例 

▼研修会の様⼦ 
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ユニバーサルツーリズム研修会（バリアフリー旅⾏ネットワーク） 

○バリアフリー旅行に関わる全国の旅行業

者、観光施設、宿泊施設、運輸業、観光

専門学校、外出支援事業者等から組織さ

れるバリアフリー旅行ネットワークで

は、ユニバーサルツーリズムの普及・促

進のための研修会や意見交換会を開催す

ることで、ノウハウの共有化や人材育成

を推進。 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.bari-net.jp/

事例④ 

バリアフリー旅⾏研修（近畿⽇本ツーリスト株式会社） 

○バリアフリー旅行 20 年の実績を誇

るグループ会社クラブツーリズムの

ノウハウを活用。旅行を通じて、障

がい者、高齢者への配慮を学ぶ。平

成 28 年度末時点で、全国から 150

名の社員が受講。 

 

 

 

 

 

 

http://www.club-t.com/theme/barrierfree/

事例⑤ 

▼研修会の様⼦ 

▼研修内容例 

○座学セミナー 

・超高齢社会に向け障がい者、高齢者への対応の必要性 

・国内外バリアフリーツアー実施事例 

・障がいの違いによる旅行中の配慮の違い 

○ツアー同行 

・視覚障がい者ツアー：マンツーマンでの手引きサポート

・車いすツアー：荷物運搬・話しかけ・介助者サポート 

▼研修内容例 

▼研修の様⼦ 

・講座 ・客室内での⾞いす体験 
・客室内トイレの段差解消 

（踏み台・⼿摺り） 
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  リハビリ関係者等との連携について 

○観光関係者と理学療法士（PT）、作業療法士（OT）、言語聴覚士（ST）等リハビリ関係者

との接点は現状ではあまり多くありません。 

○一方で PT、OT、ST 等のリハビリ関係者は、専門家として障がいへの知見が豊富であり、

リハビリの中で「旅行」や「観光」は、自身のリハビリの大きな目標のひとつとなり得る

ことから、観光関係者とリハビリ関係者が連携をすることで、各地におけるユニバーサル

ツーリズムの促進に寄与することが考えられます。 

○旅行を通じ「生きがいの提供」を大切にする昭和観光社では、介護等関係者と連携したツ

アー催行・企画旅行を実施、宿泊時の温泉利用の促進に長く取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

○横浜市リハビリテーション事業団と株式

会社エイチ・アイ・エスでは、旅行を通じ

てリハビリを支援する「旅リハ」の取組を

推進しています。また、湘南バリアフリー

ツアーセンターでは、PT、OT、ST 等の

リハビリ関係者と連携した取組を推進し

ています。 

○このような事例も参考に、各地において、

観光関係者とリハビリ関係者との連携に

よるユニバーサルツーリズムの促進が期

待されています。 

コラム 

▼「旅リハ」の取組 

（株式会社エイチ・アイ・エス ホームページ）

①12 年間のデイケア施設との連携：リハビリ目標と身

体状況の検証、今後の個別プランに活かす実践 

②旅行サポーター（介助・介護・看護者）：平成 22 年

から 28 年まで、延べ約 100 件の旅行支援の連携 

③現地温泉ヘルパー手配：平成 14 年から 28 年まで、

延べ約 200 件の現地事業所等の入浴支援の連携 

▼昭和観光社におけるリハビリ・介護等関係者との連携
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STEP２ 地域の状況を知る 
 

（１）⾃地域における既存のバリアフリー情報の確認・収集 

（調査結果や資料等） 

＜ポイント・留意点＞ 
 

○まずは、自治体や福祉関連団体等による既存のバリアフリーに関する調査結果や資

料がないか確認する 

    観光ではなく、市民向けの福祉のまちづくりの観点からバリアフリー情報が調

査されているケースも多い 

    冊子やマップは、作成した日と更新状態も確認する。作成してから継続的に更

新をしていないものは情報が古く利用できない場合があるので注意 

    今後の情報収集を検討するうえでの参考として、どのように調査し、どのよう

に活用しているのかを実施主体にヒアリングするとよい 
 

○情報だけではなく、すでに提供されているサービスの確認も行う 

    例えば車いすやベビーカーのレンタルの有無、観光客向けのヘルパー派遣 等 
 

 

＜確認する団体の例＞ 
 

○バリアフリーツアーセンター、ユニバーサルツーリズムセンター等のバリアフリー旅行相談窓口

（ホームページの情報や冊子、マップなど） 

○自治体（観光部局、福祉部局） 

○観光協会、観光関連団体 

○社会福祉協議会、地域の障がい者団体 

○交通事業者、宿泊施設、観光施設  など 

（主要な事業者はホームページ等でバリアフリー情報を提供しているケースもある） 
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（２）バリアおよびバリアフリー調査の実施 

＜ポイント・留意点＞ 
 

○ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内を実践するうえで、地域の観光施設、

宿泊施設、飲食店等のバリアの有無を把握していることが必要 

    既存資料で不足している場合、必要に応じて調査を実施 
 

○調査に際しては、バリアフリー旅行相談窓口など専門家のアドバイスや指導をうけ

調査方法や調査項目を決めることが望ましい 

    調査項目は、情報提供だけでなく相談時の資料にもなることを念頭に検討 

    サイズ等の数値データや利用者の判断材料となる写真情報がポイント 

    すべての情報を公開せずとも観光案内に活かすことを考え、可能な限り多くの

情報を収集する 
 

○調査対象は、地域内のすべての施設をピックアップする必要はなく、主要な観光施

設、宿泊施設、交通施設等における情報を収集する 

    観光地であることを念頭に、移動経路や周遊パターンを想定しつつ考えること

が重要 

    バリアフリーへの取組度が高い施設や魅力的な施設を重点的に選び、PR ポイン

トも考えると有効な観光情報となる 

    トイレの情報は重要。公共トイレ以外でも、観光客が利用可能な民間施設のト

イレ等も対象に協力が得られる範囲で多くの箇所の情報を収集 
 

○調査方法は、現地調査が基本。簡易的にアンケートの配布・返送による方法も考え

られるが、表面的なものとなることから、極力、現地に足を運ぶことが重要 
 

○障がい当事者の目線を活かす 

    調査前にどのような点がバリアになっているかの勉強会開催や調査メンバーに

当事者が参加することが望ましい 
 

○事前連絡と趣旨説明が重要。営業や利用者の邪魔をしないことを心がけ調査を実施

する 

    調査を拒否される施設もあるが、開始当初は拒否されても、スパイラルアップ

をしながら地域の理解が変化する過程で協力者が増えるケースも多いため、段

階的に取組を推進する 
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パーソナルバリアフリー基準によるバリア調査（⽇本バリアフリー観光推進機構） 

○日本バリアフリー観光推進機構に加盟するバリアフリーツアーセンターは「パーソナルバ

リアフリー基準」に沿って、調査活動、相談等のサービスを行っている。 

○「パーソナルバリアフリー基準」とは、バリアフリーの基準を統一的に決めるのではなく、

基準はあくまでも利用者の側にあるとの立場にたった考え方であり、障がいや旅行時の状

況によって「何がバリアになり、どのようなことが困るのか」はそれぞれ人によって異な

ることから、個別に相談に乗ることが可能なように調査項目を設定し、調査結果を活用し

た相談対応を実践している。 

■調査準備 

○調査員に対する研修会を実施。調査員として障がい当事

者を登用することを原則としている。 

［研修会での習得事項］ 

  ・バリアフリー観光についての考え方 

  ・パーソナルバリアフリー基準について 

  ・調査時の注意点、調査票の書き方、写真撮影のポイント 

○調査対象施設への依頼、趣旨説明、アポ取り等の実施。 

■調査活動 

○調査では 2～3 人がグループを組む。調査票には幅や段差の高さなどの数値を書き込むた

め、計測係、記録係、撮影係など役割分担を決めて対応。 

○調査施設の責任者等に極力立ち会ってもらう。このことによって、調査員が障がい当事者

の場合、実際にどのような点に困るのか当事者目線で伝えることができる。 

■バリアおよびバリアフリー調査の項⽬例 
区分 調査項⽬例 

駐車場 ・車いす使用者用駐車施設の有無、数 
エントランス・ 
玄関 

・段差の有無、出入り口の幅 
・手摺りの有無、手摺りの数と位置 

受付 
・車いす対応の高さのカウンターの有無 
・視覚障がい者や聴覚障がい者対応の装置の有無 

トイレ 
・バリアフリー対応のトイレの有無 
・出入り口の段差の有無、出入り口の幅 
・手摺りの数と位置 

施設内・廊下 
・車いすで利用しやすい十分な空間の有無 
・廊下の幅 
・点状ブロック等の設備の有無 

階段 
・手摺りの有無 
・点字ブロック等の設備の有無 

昇降施設 
・エレベーターの有無 
・かごおよび昇降路の出入り口の幅、かごの奥行き 
・音声装置、点字等の視覚障がい者対応装置の有無 

客室 

・車いす対応客室の有無 
・出入り口の段差の有無、幅 
・客室内のバリアフリー対応のトイレの有無 
・トイレの出入り口の段差の有無、出入り口の幅、手摺りの数と位置 
・客室内浴室の出入り口の段差の有無、出入り口の幅、手摺りの数と位置 

先進事例 



 

28 

 

 

  

旅館におけるユニバーサルツーリズムへの対応例 
（伊勢志摩バリアフリーツアーセンター、佐賀嬉野バリアフリーツアーセンター） 

○一般的に和風旅館は段差等が多く、ハードのバリアフリー化には改修費を伴うため多額の

コストを要するとの思い込みからユニバーサルツーリズムの取組を躊躇する施設も多い。 

○伊勢志摩や佐賀嬉野等の先進地域では、バリアフリー旅行相談窓口の助言のもと、ソフト

の組み合わせや工夫により、和風旅館の持つ本来の魅力を毀損することなく低予算のバリ

アフリー対応でも高齢者や障がい者等の集客に結びつけている施設も多くみられる。 

    まずは取組を開始し、徐々に高度化を図っている 

○以下では、機能別に分けて整理するが、施設全体としてトータルで考えることも大切。 

■旅館におけるユニバーサルツーリズムへの対応例 

エントランス 
○旅館は玄関に段差がある場合が多いが、可能であれば段差をスロープ化 

○スタッフによる介助とセットで簡易スロープによる対応も考えられる 等 

共用トイレ 

○客室内のトイレをバリアフリー対応できるのが理想だが、部屋のトイレは使えなくても同

じフロア等の共用トイレが使えるのであれば宿泊が可能になる場合が多い 

○和式トイレを洋式にして便器の両側に手摺りをつける、既存トイレを車いす対応トイレに

改修する等がある。車いす対応トイレは 200×200cm 程度が理想だが、狭くても工夫

次第で使用できることもある 等 

浴室・浴場 

○温泉は旅行の目的になり、行き先を決定づけるファクターのひとつ 

○家族風呂や貸切風呂がある場合は、そこをバリアフリー化することで介助が必要な人や家

族連れが利用できるようになる 

○大浴場に入りたいというニーズも多く、大浴場にも手摺り等が据え付けてあれば安心して

入れるようになる 等 

客室 

○それほど広くなくても車いす使用者が使えるように改修することは可能 

⇒客室内の浴室やトイレに手摺りをつけるだけでも高齢者にはありがたい 

○畳をフローリングにする、簡易ベッドをその都度入れる等の対応も可能。障がいの状況に

よっては畳の方がよい人もいる 等 

 

先進事例 
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STEP３ 情報を発信する／観光案内へ活かす 
 

（１）WEB や紙媒体等による情報発信 

＜ポイント・留意点＞ 
 

○観光施設や宿泊施設のバリアおよびバリアフリー状況等の調査結果について、ホー

ムページや情報誌等の紙媒体等により、利用者に向けた情報発信を実施する 
 

○必ずしもすべての調査結果をホームページや情報誌等に掲載することが必要ではな

く、写真や段差、幅等の数値データ等により利用者が判断できる材料を提供するこ

とがポイント 
 

○いつの時点の調査内容か明示するとともに定期的に情報を更新していくことも重要
 

 

 

 

 

 

  

秋⽥県観光連盟（秋⽥バリアフリーツアーセンター）の WEB による情報発信 

○既存の秋田県観光連盟のホームページを拡充し、バリアフリー観光情報のページを作成。 

○調査結果をもとにした宿泊施設のバリアおよびバリアフリー情報について、利用者が施設

ごとの提供サービスの一覧や主要ポイントの写真等を分かりやすく確認できるよう構成。 

 

 

 

 

 

 

 

 

［取組のポイント］ 

 

先進事例 

○施設が自分に合っているかを旅行者が判断

できるよう、数値データ、写真等を各施設

共通の項目で掲載 
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三重県バリアフリー観光ガイド「みえバリ」 

○日本一のバリアフリー観光推進県を目指す三重県が、平成 27 年 3 月にホスピタリティに

満ちた三重の観光を磨き上げるため発行。調査・編集は伊勢志摩バリアフリーツアーセン

ターが担当。 

○施設の一般的なバリアフリー情報だけでなく、障がい者、高齢者、妊婦、杖やベビーカー

の利用者など移動に困難を伴う方々が、行きたいところ、楽しみたいことを実現できるよ

う、「パーソナルバリアフリー基準」で施設を調査し、バリアを乗り越えてでも行きたい観

光スポットの魅力に重点をおいて紹介。 

○取材をした地元障がい者の生の声（当事者のオススメ）など当事者目線のガイドとなって

いる。 

 

 

先進事例 
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（２）相談対応／観光案内の実践 

＜ポイント・留意点＞ 
 

○以上までの内容を踏まえて、当事者からの問い合わせや相談等の観光案内を実践 
 

○当事者が不安を抱える事項や観光ニーズは一人ひとり異なるため、当事者の状態お

よびニーズを適切に把握することが何より重要 
 

○先行地域の取組方法を視察や研修等により学び、ユニバーサルツーリズムに対応し

た観光案内について、必要なスキルやポイントを習得することが必要 
 

○地域特性に応じた固有の知見やノウハウは、日々の観光案内に対応する中で蓄積し

ていくことが必要 

    マニュアル化を図るなど知見やノウハウの共有方法を検討する 
 

  ［マニュアルの対象者の例と内容］ 

・相談対応スタッフ 

 →障がいや旅行時のバリアに対する知識、観光施設等との連絡の仕組みの共有など 

・地域内の観光事業者 

 →相談窓口で行う案内内容、協力内容の項目等の紹介 

 →相談窓口である程度経験が蓄積されれば、接遇に関するマニュアルなどの作成も効

果的。障がいや旅行時のバリアに対する知識、接客時の注意点など 
 

○活動を継続するなかで、地域内における関係者との役割分担の明確化や連携拡大を

図る 

    車いすなどのレンタル、入浴介助の紹介などを行う場合は、連携する事業者（レ

ンタル業者やヘルパー派遣団体など）との協力内容を決めるなど 
 

○自治体等とも連携し、地域全体の受入体制の強化等に繋げ、取組のスパイラルアッ

プを図る 

    取組開始後も、必要に応じて地元の観光事業者向けの研修会などを行うことで

地域全体の意識向上、受入強化につながる 
 

○既存の ICT 技術の観光案内への活用の検討 
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＜バリアフリー旅⾏相談窓⼝等と連携、協働し、 
相談対応／観光案内を実践する上での配慮事項等＞ 

・地域内にバリアフリー旅行相談窓口がある場合は、勉強会、セミナー、研修などに

より、バリアフリー観光の知識や対応ノウハウを学ぶ 

・地域内にバリアフリー旅行相談窓口がない場合は、各地の先進的な窓口に視察に行

くなどする 

・継続的な取組体制を構築する。観光案内所で相談を開始した後も継続的に協力をす

ることで、情報の更新やニーズへの変化に対応する 

・ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内を実践することで、スパイラルアップ

を図りながら案内レベルを高める 

・当事者視点を組み込み、利用者目線の情報提供、相談を行う 

・対応の仕方だけでなく、障害者差別解消法の合理的配慮など関連法規の知識も研修

によって習得する。観光案内だけでなく地域内のハードの改善にもつなげる 

 

  

南さつま市観光協会におけるユニバーサルツーリズムに対応した観光案内に向けた 
総合的なセミナー・勉強会等の実施

○南さつま市観光協会では、平成 29 年 4 月からのユニバーサルツーリズムに対応した観光

案内開始に向け、観光協会スタッフ、地域関係者を対象とした視察、セミナー、勉強会等

を実施 

 ⇒窓口での観光案内に向けた研修とともに、地域関係者のスキルアップ、意識啓発に向け

たセミナーやワークショップ等を開催 

 

 

 

平成 28 年度観光庁モデル事業

・沖縄バリアフリーツアーセンターおよび 

伊勢志摩バリアフリーツアーセンター 

 

・講 師：かごしまバリアフリーツアーセ

ンター 

・参加者：南さつま市観光協会 スタッフ 

・内 容：障がい者の基本的な特性、パー

ソナルバリアフリー基準、バリアフリー

旅行相談窓口の実践方法 等 

・合計 4 回開催 

［先進地視察］ ［相談センター業務研修］ 
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  ⼭形県観光物産協会、⼭形県、⼭形バリアフリー観光ツアーセンターにおける 
対応マニュアルの作成例 

○観光物産協会の運営する「やまがた観光情報センター」において、バリアフリー旅行相談

への対応を開始するうえで、窓口としての対応・案内手法等を記載した対応マニュアルを、

山形バリアフリー観光ツアーセンターが作成 

 ⇒マニュアルは観光物産協会スタッフへの相談窓口対応のための研修会でも活用 

 

 

平成 28 年度観光庁モデル事業

（南さつま市観光協会の取組例の続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

・講 師：NPO 法人日本バリアフリー観光推進機構理事長 中村元氏および 

かごしまバリアフリーツアーセンター 

・参加者：地域の観光関連事業者 

・内 容：バリアフリー観光による誘客、実践方法、ユニバーサルツーリズムの広域連携

の取り組み方 等 

 

［ユニバーサルツーリズムセミナーおよびバリアフリーワークショップ］ 

１．パーソナルバリアフリー基準に基づ

いた旅行案内 

２．バリアフリー旅行相談窓口の対応に

ついて 

３．障がい別の対応のポイント 

1）車いす使用者への対応 

2）視覚障がい者への対応 

3）聴覚障がい者への対応 

4）その他の障がい者への対応 

4．相談内容について 

５．具体的な相談事例と対応のポイント

▼マニュアルの構成 
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ICT の観光案内への活⽤（沖縄バリアフリーツアーセンター） 

○沖縄バリアフリーツアーセンターでは、聴覚障がい者等とのコミュニケーション支援とし

て「UD トーク」を活用。 

    UD トークは「会話の見える化」を目指すコミュニケーション支援アプリ。音声を文

字に変換しチャットができたり、手書き機能もあるため、筆談の代わりに利用するこ

とが可能 

    ユニバーサルツーリズムに先進的に取り組む京王プラザホテル等でも活用されてい

る 

○また、視覚障がい者向けの取組としてデイジーによる沖縄県バス路線案内を実施。 

    デイジーは、視覚障がい等の方向けの、文字の

読み上げシステム（音声ガイド）。デイジーの

規格で作った、デイジー録音図書を、対応機器

で再生すると、目次や見出し、章など、任意の

箇所で頭出しができたり、知りたい情報にスム

ーズにアクセス可能 

   「バスで旅行したい」という視覚障がい者

のニーズに対応 

先進事例 

▼デイジー機器の例 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ユニバーサルツーリズムに対応した観光案内の実践方策 

 

平成２９年３月 

 

観 光 庁 

 

 




